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計画の前提

子育て支援

　区内11エリアの「地区別子育て支
援ネットワーク連絡会」では、出生数
の推移や子育てに関するニーズ調査
などのデータを活用し、エリアの課
題、支援策の検討を行っています。人
口増加が見込まれるエリアの町内会
館で地域子育て支援拠点による「出
張ひろば」を開催したり、美しが丘公
園こどもログハウスで「子育て支援者
事業」を実施したりしています。また、
公的施設が少ない地域には「親と子
のつどいの広場」を設置するなど、地
域に応じた支援につなげています。

青  葉

花と森と川のまち推進事業

　地域で活動している団体と連携
し、花・緑・農・川のある豊かな生活環
境を守り育てていくとともに、広く区
民に発信することで、区民一人ひと
りの関心を高め、魅力あふれるまち
づくりを進めます。
　花壇の整備や、デジタルマップを
活用した森といたち川が一体となっ
た魅力の発信、小学校でキッチン
カーレシピを考案する地産地消の推
進などの取組を進めます。

栄

都筑スタイル＋（プラス）
～自治会町内会応援事業～

　自治会町内会の担い手不足の解
消や、持続可能な運営の足掛かりと
するため、組織運営の見直しや地域
活動団体との連携による「新しい運
営スタイル」の創出と意識啓発を進
めています。ニーズに合わせたアド
バイザー派遣や、地域活動団体との
交流会により、課題解決やマッチン
グの機会を提供し、連携事例も生ま
れています。これらの取組を通じ、自
治会町内会活動がもっと楽しく、ク
リエイティブになるよう支援してい
ます。

都  筑

泉わくわく応援隊

　「泉わくわく応援隊」は、小中学生
の頃から地域活動に興味・関心を
もって参加してもらえるよう、こど
もと地域・活動団体をつなぐボラン
ティア制度です。お手伝いとしてこ
どもたちが地域の方と一緒に活動
することで、地域活動の活性化や多
世代の交流につながっています。泉
区社会福祉協議会と連携し、区内の
様々な団体の活動で「泉わくわく応
援隊」の活用が広がっており、継続的
に参加するこどもたちも少しずつ増
えています。

泉

とつか音楽の街づくり事業

　区民に音楽を気軽に楽しんでもら
う機会を提供するため、毎月「とつか
音楽の日」を設け、地域ボランティア
を中心とした「区民広間コンサート」
や、商店街を中心とした実行委員会
による「とつかストリートライブ」を
戸塚駅周辺で開催しています。
　こどもから大人まで楽しめる音楽
をメインとした回を設けるなど、より
幅広い世代に音楽の魅力を感じても
らえるよう進めていきます。

戸  塚

横浜グリーンエクスポ開催を契機
とした脱炭素・環境行動の推進

　区民一人ひとりが取り組める脱炭
素・環境行動の提案と啓発を通じて、
横浜グリーンエクスポ開催後の行動
変容とレガシー形成につなげていき
ます。
　こどもから大人まで楽しむことが
できる体験型イベントを開催すると
ともに、環境に関するこどもの意見
を聴く機会も設けるなど、環境につ
いて主体的に考える多様な機会を、
目的に応じて効果的かつ多角的に
展開していきます。

瀬  谷
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　横浜市の人口動態は、2024（令和６）年に４年ぶりの人口増となり、2025（令和７）年も人口増が続き、２年連続の人
口増となっています。また、2024（令和６）年に過去20年で最大となった20代から40代までの社会増について、2025

（令和７）年は更に増加しています。
　一方で、我が国最大の人口を抱える基礎自治体である横浜市も、今後、避けることができない人口減少局面を迎
えることが推計されています。全国と比べて減少カーブは緩やかであるものの、2070（令和52）年には、約308万人
まで減少する見通しとなっています。

　2025（令和７）年１月１日時点の推計人口が前年同月比で増加に転じたため、この変化を反映すべく改めて簡易な
推計を行いました。
　その結果、人口減少傾向に変化はないものの、2070（令和52）年時点の推計人口は前回の推計では、約301万人
でしたが、今回の推計では、約308万人となり、約６万６千人多くなる見込みです。

【 横浜市の人口動態の推移 】
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【 今後の人口の見通し推計（令和７年度） 】 【 横浜市の年齢3区分別人口の推移 】

1985～2020年は、国勢調査
2025年以降は、横浜市は「今後の人口等の見通し推計（令和7年度）」、
全国は「日本の将来推計人口（令和5年度）」

※ 認定率は、第1号被保険者数（全体）に占める、第1号被保険者の認定者数の割合
※ 要支援は、平成18年度より要支援１と２での区分を開始（平成12年度は「要支援」のみの区分）
※ 要支援・要介護認定者数及び第1号被保険者数は、令和２年までは実績値、2025・2040年は推計値（各年9月末時点）

出典 ： 今後の人口等の見通し推計（令和７年度）【横浜市政策経営・国際戦略局】
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　高齢化の進展とあいまって「高齢者夫婦世帯」及び「高齢者単独世帯」が増加しており、「高齢者単独世帯」は、今後、
増加していくことが見込まれます。また、要支援・要介護認定を受けている認定者数は、今後も増加していく見込みです。
　高齢者だけではなく、こどもから現役世代まで、広く安心を支えていく全世代型社会の仕組みづくりが重要です。

　50歳時の未婚割合は上昇しています。
　また、合計特殊出生率（一人の女性が一生に平均して産むこどもの人数）は、2015（平成27）年から減少傾向が続
いています。
　出産や子育てが個人の選択であることを前提としながら、希望する人が安心してこどもを生み育てることができる
環境づくりを進めるとともに、全てのこどもの健やかな育ちを支える必要があります。

【 高齢者夫婦世帯、高齢者単独世帯の推移（横浜市） 】

【 要介護認定者数の推移(横浜市) 】

出典 ： 今後の人口等の見通し推計（令和７年度） 【横浜市政策経営・国際戦略局】

出典 ： よこはまポジティブエイジング計画（第９期 横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画）【横浜市健康福祉局】

将来的な人口減少・少子高齢化 高齢者単独世帯の増加、要支援・要介護率の上昇

未婚割合の上昇

出典 ： 令和８年度予算案について【横浜市政策経営・国際戦略局】

【 50歳時の未婚割合の推移 】 【 合計特殊出生率の推移 】
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　市内GDP、国内GDP共に、エネルギー・原材料価格の高騰などの影響を受けつつも、新型コロナウイルス感染症
の影響からの回復基調が見られます。
　変化の激しい時代において、持続的に成長・発展する横浜経済を目指していくためには、引き続き、横浜市の経済
を支える市内企業の支援・活性化などにしっかりと取り組んでいく必要があります。

　市内の平均気温は年々上昇しており、2025（令和７）年７、８月の
平均気温は、過去最高を記録した昨年並みに上昇し、猛烈な暑さに
見舞われました。地球規模での気候変動を生活の中で実感するこ
とが増え、猛暑や豪雨などが日常的なリスクとなっています。
　激甚化・高頻度化する風水害やいつ起きてもおかしくない大地震
への対策を迅速に進めていく必要があります。

【 市内・国内GDPの推移（実質・名目） 】

出典：「令和５年度横浜市の市民経済計算」（令和８年４月刊行）
　　  「2023年度国民経済計算（2015年基準・2008SNA）」（令和６年12月23日公表）

※１ 自社業況BSI ： 経営動向調査において、自社業況が「良い」と回答した割合から「悪い」と回答した割合を減じた値。景気の強弱感を示す指標

出典 ： 横浜市環境科学研究所 作成データ

【 元禄型地震による横浜市被害想定（震度・焼失件数） 】

　歳入面では、市税収入が、企業収益の増などにより2024（令和６）年度決算では３年連続の増収、過去最高の
8,937億円となりましたが、今後、日本全体の生産年齢人口が減少していく中で、横浜市の市税収入の約５割を占
める個人市民税も徐々に減収していくことが見込まれています。一方、歳出面では、長引く物価高の影響に加え、
社会保障経費の増や、公共施設の老朽化による維持コストの増などが見込まれており、歳入と歳出の収支差は拡
大していくことが見込まれています。
　横浜市では、2022（令和４）年度に「財政ビジョン」を策定し、減債基金をはじめとする臨時財源を活用した「持続
性に欠けた危機的な状況」から脱出するため、中長期的な視点に立った「創造・転換」による歳出改革に取り組んで
きました。引き続き、市民ニーズを捉えた施策を推進しながら、持続可能な財政運営に向けた取組を一層強化して
いくことが必要です。

全規模
今期（R8年1-3月期）：▲10.6

前期と同じ数値

今期
▼

R2年4-6月期：▲64.0
新型コロナウイルスの影響後最も低い数値

H29年10-12月期：▲0.2
リーマンショック後最も高い数値

R1年10-12月期：▲21.8
新型コロナウイルス影響前の数値

H26年4-6月期：▲26.2
消費税率引き上げ直後の数値

H23年4月：▲48.5
震災直後の数値
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【 横浜市の7、8月平均気温分布図 】
（令和７年と過去10年間の平均比較）

【 全国の１時間当たり50mm以上降雨の年間発生回数推移 】
※気象庁のデータをもとに作成

出典 ： 下水道河川局 出典 ： 横浜市地震被害想定（平成24年10月）

経済状況 横浜市の財政状況

気候変動と災害の激甚化

【 自社業況ＢＳＩ※１（全規模及び大企業、中小企業）の推移 】

【 市税収入の推移（決算） 】

出典 ： 「財政ビジョン」掲載データに最新データを追加

出典 ： 「財政ビジョン」掲載データに最新データを追加
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5,912

31,648

17,790

8,079

5,674

31,543

17,708

8,363

5,241

31,312

17,595

8,422

5,125

31,142

17,207

8,215

4,965

30,386

16,899

7,878

4,716

29,492

市民一人当たり
残高（万円） 788183838484848585878890939495979899102106

一般会計（臨時財政対策債除く。） 臨時財政対策債 特別会計・企業会計・外郭団体

【 一般会計が対応する借入金残高の推移（決算） 】

【
震
度
分
布
図
】

【
焼
失
棟
数
】

出典 ： 「横浜市景況・経営動向調査（第136回）」（令和８年３月）

市民一人当たり残高（万円）は各年10月１日現在人口で算出
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R8R7R6R5R4R3R2R元H30H29H28H27H26H25H24H23H22H21H20H19

社会保障経費 人件費 公債費 施設等整備費 その他

13,59913,59913,599 13,71413,71413,714 13,60413,60413,604 13,89913,89913,899 14,09714,09714,097

15,36915,36915,369
14,18214,18214,182

14,95514,95514,955 15,14315,14315,143

16,45916,45916,459
17,30017,30017,300 17,40017,40017,400

20,07320,07320,073 19,74919,74919,749
19,02219,02219,022 19,15619,15619,156

19,84419,84419,844

20,99320,99320,993

17,61517,61517,615

13,31013,31013,310

（億円）

25％
3,421

16％
2,137

14％
1,904

16％
2,214

29％
3,924

25％
3,475

15％
2,102

14％
1,881

15％
2,031

31％
4,224

31％
4,228

15％
2,029

14％
1,873

12％
1,670

28％
3,804

34％
4,759

15％
2,032

13％
1,859

12％
1,667

26％
3,582

34％
4,731

15％
2,085

13％
1,824

13％
1,856

26％
3,601

32％
4,940

13％
2,069

12％
1,796

11％
1,736

31％
4,828

36％
5,128

14％
2,038

13％
1,875

13％
1,835

23％
3,306

36％
5,383

14％
2,079

12％
1,866

16％
2,360

22％
3,266

37％
5,572

14％
2,091

12％
1,877

15％
2,290

22％
3,313

35％
5,767

22％
3,569

11％
1,850

12％
1,904

20％
3,369

34％
5,916

21％
3,624

11％
1,915

14％
2,474

19％
3,371

36％
6,311

21％
3,713

11％
1,892

12％
2,016

20％
3,469

32％
6,471

19％
3,726

9％
1,888

11％
2,269

28％
5,719

34％
6,662

19％
3,742

11％
2,130

10％
1,979

27％
5,236

36％
6,934

19％
3,680

9％
1,777

10％
1,985

24％
4,646

38％
7,215

20％
3,875

9％
1,741

10％
1,985

23％
4,340

39％
7,802

20％
3,965

8％
1,664

10％
2,002

22％
4,411

39％
8,160

20％
4,235

8％
1,773

11％
2,291

22％
4,536

35％
6,143

20％
3,602

10％
1,842

14％
2,486

20％
3,542

25％
3,277

16％
2,134

17％
2,288

28％
3,734

14％
1,878

共にめざす都市像
明日をひらく都市

2022（令和4）年6月
●横浜市の持続的な発展に向けた財政ビジョン策定
●第３期横浜市スポーツ推進計画策定

2022（令和４）年７月
●よこはま安全・安心プラン改定

2022（令和４）年12月
●横浜市中期計画2022-2025策定

2023（令和５）年1月
●行政運営の基本方針策定
●横浜市地球温暖化対策実行計画改定

2023（令和５）年2月
●第４期横浜市教育振興基本計画策定

2023（令和５）年12月
●横浜市観光・MICE戦略策定

2024（令和６）年３月
●第５期横浜市地域福祉保健計画策定
●よこはまポジティブエイジング計画策定
●よこはま保健医療プラン2024策定
●第２期横浜市自殺対策計画策定
●第３期健康横浜２１策定
●横浜市図書館ビジョン策定

2025（令和７）年３月
●こども、みんなが主役！よこはまわくわくプラン策定
●横浜市地震防災戦略改定
●横浜市下水道浸水対策プラン策定

2025（令和７）年９月
●新たな中期計画の基本的方向公表

2026（令和８）年３月
●第５期横浜市教育振興基本計画策定

2024（令和６）年１月
●ヨコハマ プラ5.3（ごみ）計画策定

2024（令和６）年2月
●横浜みどりアップ計画［2024-2028］策定

2024（令和６）年4月
●第４期横浜市障害者プラン改定版策定

2025（令和７）年５月
●横浜市都市計画マスタープラン（全市プラン）改定

2025（令和７）年12月
●横浜市中期計画2026-2029（素案）公表

横浜市基本構想（2006（平成18）年策定） 個別分野別計画の例：横浜市都市計画マスタープラン

未来をひらく　次世代に誇れる都市づくり

◆ 目標年次　2040年を目標年次とします。

◆どのように実現していくのか

◆都市づくりのテーマ

　横浜は、平和や人権の尊重を基調として、世界との窓口と
して歴史的に果たしてきた役割を常に認識しながら、知恵と
活力を最大限に発揮し、市民が生き生きと暮らせる魅力あふ
れる都市であり続けます。 また、年齢や性別、障害の有無や
国籍にとらわれることなく、多様な個性を尊重し、市民自らが
多様な力を地域社会で発揮します。市民の意識と行動が、こ
れからの横浜を形づくります。新しい「横浜らしさ」を生み出
し世界に発信することで、横浜は常に新たな魅力と活力を創
造し続けます。

　人口減少や超高齢社会の一層の進展、気候変動に伴う災害リ
スクの増大など、横浜をとりまく環境は大きく変化しています。
　横浜が、人や企業を呼び込み、活力あふれる都市であり続け
るためには、様々な変化に伴う課題を先取りして、その解決に向
け、一歩踏み込んだ行動が求められます。
　そのため、新しい技術や制度の実験的活用、これまでのまち
づくりのルールの見直しなどにも積極的に挑戦し、これまでに
ない都市の魅力づくりを進めていきます。
　横浜らしい進取の気質を生かして、地球環境やケア、新しいモ
ビリティなど複雑化・多様化する社会課題の解決に先駆的に取
り組んでいきます。
　地域のことをよく知る市民の方々、都市づくりに意欲的な企
業、行政など、それぞれが得意分野を持ち寄り、結集して、新た
な価値を生み出す取組を進めていきます。
　2027年には、「グリーンシティ」を世界に発信する国際イベン
トであるGREEN×EXPO 2027が横浜で開催されます。これを
横浜の都市づくりの転換点と捉え、市全域でのGXの実装へと
つなげます。

経 済 暮らし にぎわい 環 境 安全安心

都市像を支える５つの柱

世界の知が集まる交流拠点都市

新たな活躍の場を開拓する活力創造都市

多様な働き方や暮らしができる生活快適都市

市民の知恵がつくる環境行動都市

いつまでも安心して暮らせる安全安心都市

1

2

3

4

5

【 予算の性質別推移 】

【 公共施設の保全更新コストの長期推計 】
（一般会計における2021（令和３）年～2065（令和47）年の見込額）

出典 ： 「財政ビジョン」掲載データに最新データを追加

総額：約7兆6,920億円

公共建築物
約5兆2,550億円

68％

学校施設
約2兆6,630億円
35％

市営住宅
約8,790億円
11％

市民利用施設等
約1兆7,120億円

22％

道路等
約9,770億円

13％

公園施設等
約5,200億円

7％

焼却工場等
約5,230億円

7％

河川護岸等
約830億円

1％

その他
約330億円
0％

インフラ施設
約2兆4,370億円

32％

港湾施設等
約2,990億円

4％

個別分野別計画等の策定・推進

市民力と創造力により
新しい「横浜らしさ」を生み出す都市

出典 ： 「財政ビジョン」掲載データ

　明日をひらく都市の実現に向け、前計画の間、
様々な取組を進めてきました。
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市民生活・needs調査①

横浜市中期計画2022-2025
中間振り返り（市民インタビュー）

市民目線の
ニーズ探究調査
【中間報告】

若者世代意識調査
こどもワークショップ
「横浜の未来のまち」

パマトコ利用者調査
デジタルを活用したこどもの意見募集
「未来の横浜についてのアイデア募集」

8月
R6.6月 12月 7月

11月 6月 9月 10月 11月 2月 3月 5月12月
R8.1月

R7.3月

市民生活・needs調査② 市民生活・needs調査③ 市民生活・needs調査④

新
た
な
中
期
計
画
の
基
本
的
方
向 

公
表

市
民
意
見
募
集
等

有
識
者
ヒ
ア
リ
ン
グ

素
案 

公
表

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

有
識
者
ヒ
ア
リ
ン
グ

原
案 

公
表

6月

議
決

有識者一覧 ※敬称略、肩書きは当時

佐土原  聡 横浜国立大学  名誉教授
広井  良典 京都大学  名誉教授
川本  守彦 横浜商工会議所  副会頭
小野寺  拓 日本銀行  横浜支店長
千田  美佐 株式会社横浜銀行  地域戦略統括部長
秋山  純一 日本労働組合総連合会神奈川県連合会  横浜地域連合  議長
伊藤  　薫 株式会社テレビ神奈川  常勤監査役
南雲  岳彦 一般社団法人スマートシティ・インスティテュート  代表理事
髙橋  晶子 EY新日本有限責任監査法人  シニアマネージャー  公認会計士
望月  正光 関東学院大学  名誉教授

策定経過

2025（令和７）年９月10日　「新たな中期計画の基本的方向」公表

2025（令和７）年12月３日　素案の公表

2026（令和８）年５月1３日　原案の公表

2026（令和8）年6月5日　 策定

①市民意見募集
●アンケート形式（９月２２日～１０月２１日）　  意見総数854件（620人・団体）
●インタビュー形式（９月２７日、２８日）　  意見総数377件（65人）

②こども意見募集（９月２２日～１０月２１日）　  意見総数247件（247人）
③有識者ヒアリング

①パブリックコメントの実施（１月５日～２月２７日）　  意見総数2,166件（1,750人・団体）
②有識者ヒアリング

令和８年第２回市会定例会に議案提出・審査
基本計画特別委員会において採決
市会本会議において議決
※附帯意見が付されて可決されました。

①について

②について①について

　このたび、今後４年間の市政運営の指針となる「横浜市中期計画2026-2029」を策定いたしました。

　本市ではこれまで、子育て支援やまちづくり、にぎわい創出などに取り組み、人口増をはじめとする
好循環の兆しが生まれつつあります。今こそ、この流れを確かな横浜の成長へとつなげ、その成果を
市民の皆様に実感いただける形で還元していくことが重要です。
　そのためには、計画内容を市民の皆様の思いに近づけるとともに、その実行プロセスも含めた新たな
自治体経営の仕組みを築くことが必要です。こうした、これからの時代に求められる先駆的モデルを
横浜から創り上げていきます。

　本計画は、これまでの行政計画の枠組みを大きく転換させ、最上位の指標である政策指標に、
「市民の実感」を位置付けました。量的及び質的な調査により市民ニーズを捉えたうえで、４年間で
重点的に取り組む施策を組み上げ、市が目指す姿を体系的にお示ししています。
　こうした取組内容を確実に成果へとつなげるために、その成果を「市民の実感」で測り、データを
もとに検証・改善を重ねるPDCAサイクルを実践してまいります。
　これこそが、限られた財源や人材を、効果的・効率的に市民の皆様の生活の向上につなげる「データ
駆動型経営」であり、本市は全国に先駆けて本格的に移行します。

　さらに、本計画では、本市の中期計画として初めて、都市の持続的な成長・発展に向けた施策横断的な
取組である、「明日をひらく都市プロジェクト」を位置付けました。この新たな挑戦により、横浜の持続的
な成長と発展をけん引してまいります。

　市民の皆様の思いや実感が、横浜のこれからを形づくる原動力であると考えています。
　市民・事業者の皆様と共に、より良い暮らしと都市の成長を実現してまいります。

　結びに、本計画の策定に当たっては、大変多くの市民の皆様から貴重な御意見をいただくとともに、
市会においても多角的な視点から御審議をいただきました。改めて、心より感謝申し上げます。
　今後とも、市政への御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。

横浜市長2026（令和8）年6月

データ駆動による新たな自治体経営の先駆都市に
-市民の実感を中心においた経営サイクルへの挑戦-

はじめに

〒231-0005 横浜市中区本町６-50-10
TEL（045）671-2010　FAX（045）663-4613横浜市政策経営・国際戦略局経営戦略課

横浜市中期計画 2026-2029横浜市中期計画 2026-2029

写真提供 : 横浜市観光協会（表紙の風景写真）、ピクスタ（人物写真の一部）令和８年６月
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